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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第143期
第２四半期
累計期間

第144期
第２四半期
累計期間

第143期
第２四半期
会計期間

第144期
第２四半期
会計期間

第143期

会計期間

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成22年
     ４月１日
至  平成22年
     ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成22年
     ７月１日
至  平成22年
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成22年
     ３月31日

売上高 (千円) 4,269,5152,798,8952,267,8961,298,6899,328,352

経常利益 (千円) 25,804 16,767 73,205 4,825 324,370

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) 17,733 2,243 69,169 △2,842 105,574

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,000,0001,000,0001,000,000

発行済株式総数 (株) ― ―

普通株式　　　　　　　
　　　17,389,850　　
　　　　　　　第一回優

先株式　　　　
5,000,000　　　　　　
　　　　第二回優先

株式　　　　
12,312,500　　　　　
　　　　　　第三回優
先株式　　　　
10,000

普通株式
118,152,293

第一回優先株式
5,000,000

普通株式　　　　　　　
　　　17,389,850　　
　　　　　　　第一回優

先株式　　　　
5,000,000　　　　　　
　　　　第二回優先

株式　　　　
12,312,500　　　　　
　　　　　　第三回優
先株式　　　　
10,000

純資産額 (千円) ― ― 1,856,9421,946,7831,944,690

総資産額 (千円) ― ― 8,653,1717,400,2849,013,802

１株当たり純資産額 (円) ― ― △213.28 8.01 △210.44

１株当たり四半期(当期)
純利益又は四半期純損失
(△)

(円) △1.19 0.03 2.88 △0.02 1.66

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― 0.03 0.56 ― 0.81

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 21.5 26.3 21.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,055,524562,659 ― ― △1,370,552

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △24,948△63,627 ― ― △140,642

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 978,551△509,011 ― ― 936,085

現金及び現金同等物の四
半期末(期末)残高

(千円) ― ― 796,8981,313,7311,323,710

従業員数 (名) ― ― 153 153 155

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２　「持分法を適用した場合の投資利益」については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

　　 ３　第143期第２四半期累計(会計)期間、第143期及び第144期第２四半期累計(会計)期間は、配当を行っておりませ

ん。

　　 ４　第143期第２四半期累計期間及び第144期第２四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

　　 ５　第144期第２四半期会計期間の発行済株式総数については、平成22年６月28日に、取得請求権の行使を受けたこと
により、第二回優先株式及び第三回優先株式を自己株式として取得し、対価として普通株式を交付したため、
普通株式が増加しております。また、平成22年６月28日開催の取締役会決議により、同日付で自己株式（第二
回優先株式及び第三回優先株式）をすべて消却したため、第二回優先株式及び第三回優先株式の当第２四半
期会計期間末の残高はゼロとなっております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。 

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 153

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　臨時従業員数については従業員数の10％に満たないため、記載を省略しております。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期会計期間における生産実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

鋼構造物事業（橋梁） 1,268,349 △43.3

合計 1,268,349 △43.3

(注) １  生産高は、契約金額に生産進行率を乗じて算出しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

鋼構造物事業（橋梁） 847,133 △66.2 5,713,891 △30.6

合計 847,133 △66.2 5,713,891 △30.6

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

鋼構造物事業（橋梁） 1,298,689 △42.7

合計 1,298,689 △42.7

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。
　

前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

相手先
販売高 割合

相手先
販売高 割合

(千円)  (％) (千円)  (％)

国土交通省 1,427,69563.0国土交通省 626,723 48.3

(注)   上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有

価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　
(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、一昨年秋の金融危機に端を発する世界的な景気の低迷

が長引いており、失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況にあります。

　公共投資関連の市場におきましては、今後も公共事業の見直しや公共事業費の削減がより一層進むと見

られ、一段と厳しさを増してきております。当社がその大半を依存しております橋梁業界におきまして

も、総合評価方式により落札価格に一定の歯止めはかかっているものの、多数の企業で受注を競い合う非

常に厳しい状況が続いております。 

　このような厳しい状況におきまして、当社は、当第２四半期会計期間に集中した発注に対応するため全

社をあげて受注活動に取り組みましたが、当第２四半期会計期間の受注高としましては８億４千７百万

円（前年同四半期比66.2％減）となりました。売上高につきましては12億９千８百万円（前年同四半期

比42.7％減）となり、受注残高につきましては57億１千３百万円（前年同四半期比30.6％減）となりま

した。 

　損益面では、既存工事のコスト削減活動の効果等により、売上総利益は１億３千７百万円（前年同四半

期比34.6％減）となりました。また、様々な経費圧縮策を実行し販売費及び一般管理費の縮減の継続に努

めましたが、営業利益は１千１百万円（前年同四半期比86.1％減）となりました。また、助成金収入など

により、経常利益は４百万円（前年同四半期比93.4％減）となり、四半期純損失は２百万円（前年同四半

期は６千９百万円の四半期純利益）となりました。

事業部門別の業績は、当社の事業は、〔鋼構造物事業〕に集中させており、〔その他〕特記すべきもの

はございません。
　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における総資産は74億円となり、前事業年度末に比べ16億１千３百万円減少

いたしました。

　流動資産は、前事業年度末に比べ34.6％減少し、30億３千８百万円となりました。これは、受取手形及び

売掛金が15億９千９百万円減少したことなどによるものであります。

　固定資産は、前事業年度末に比べ0.2％減少し、43億６千２百万円となりました。

　流動負債は、前事業年度末に比べ24.5％減少し、49億７千４百万円となりました。これは、前受金が１億

１千３百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が９億８千３百万円、短期借入金が５億円、未払金が

１億９千３百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

　固定負債は、前事業年度末に比べ0.5％増加し、４億７千８百万円となりました。これは、退職給付引当金

が１千１百万円増加したことなどによるものであります。

　純資産は、前事業年度末に比べ0.1％増加し、19億４千６百万円となり、自己資本比率は26.3％となりま

した。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、13億１千３百万

円となり、第１四半期会計期間末より４億７千４百万円増加いたしました。主な要因は次のとおりであり

ます。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期会計期間における営業活動による資金の増加は３億３千５百万円（前年同四半期会計期

間は15億６千２百万円の減少）となりました。これは主に仕入債務の減少５億２千８百万円及びその他

の流動負債の減少１億円がありましたが、売上債権の減少８億９千９百万円によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期会計期間における投資活動による資金の減少は５千６百万円（前年同四半期会計期間は

１千４百万円の減少）となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出５千５百万円によるも

のであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期会計期間における財務活動による資金の増加は１億９千５百万円（前年同四半期会計期

間は12億６千８百万円の増加）となりました。これは主に短期借入金の純増額２億円によるものであり

ます。

　

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。
　

　

(5) 研究開発活動

記載すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、確定した重要な設備の新設、除去等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,809,400

第一回優先株式 5,000,000

計 143,809,400

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 118,152,293118,152,293

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

株主としての権利内容に
制限のない、標準となる株
式であり、単元株式数は50
株であります。

第一回優先株式
（注）１

5,000,000 5,000,000非上場
単元株式数は50株
（注）２,３,４,５,６

計 123,152,293123,152,293― ―

(注) １　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

２　第一回優先株式は、当社の普通株式の株価を基準として取得価額が修正され、取得と引換えに交付する普通株式

数が変動します。行使価額等の修正基準、頻度および行使価額の下限を定めており、これらの詳細については、

(注)４に記載のとおりであります。なお、当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の権利の行使に関す

る事項についての取決め、および当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めはありませ

ん。

３　当社は、財務体質の改善および強化を目的として、第一回優先株式の発行による第三者割当増資を実施しており

ます。

４　第一回優先株式の内容は以下のとおりであります。

(1)優先配当金

　①優先配当金の額

　　第一回優先株式1株当たりの優先配当金(以下「第一回優先配当金」という。)の額は、平成16年3月31日に終了す

る営業年度までは無配とする。平成16年4月1日に開始する営業年度以降は、第一回優先株式の発行価額(200

円)に、それぞれの営業年度ごとに下記の年率を乗じて算出した額とする。第一回優先配当金の額は、円位未満

小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。計算の結果が20円を超える場合は、第一回優先配当金

の額は20円とする。平成16年4月1日以降、次回年率修正日(下記に定義される)の前日までの各営業年度につい

て、下記算式により計算される年率(以下「第一回優先配当年率」という。)とする。 

　　　第一回優先配当年率＝日本円TIBOR(6ヶ月物)＋1.5％

第一回優先配当年率は、％位未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。「年率修正日」は、平

成17年4月1日および、以降平成25年3月31日までの毎年4月1日とする。当日が銀行休業日の場合は、前営業日を

年率修正日とする。「日本円TIBOR(6ヶ月物)」は、平成16年4月1日または各年率修正日(当日が銀行休業日の

場合は前営業日)およびその直後の10月1日(当日が銀行休業日の場合は前営業日)の2時点(「優先配当決定基

準日」という。)において、午前11時における日本円6ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・

レート(日本円TIBOR)として全国銀行協会連合会によって公表される数値の平均値を指すものとし、優先配当

決定基準日に日本円6ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レートが公表されない場合、当該

平均値の算出にあたっては、同日(当日が、銀行休業日の場合は前営業日)ロンドン時間午前11時にスクリーン

・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート(ユーロ円LIBOR6ヶ月物(360日ベース)として英国銀

行協会によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いる。
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　②非累積条項

　　第一回優先株式を有する株主（以下「第一回優先株主」という。）または第一回優先株式の登録株式質権者

（以下「第一回優先登録株式質権者」という。）に対して支払われる1株当り利益配当金の額が上記①に定め

る第一回優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

　③非参加条項

　　第一回優先株主または第一回優先登録株式質権者に対しては、第一回優先配当金を超えて配当しない。

(2)残余財産の分配

　　当社の残余財産を分配するときは、第一回優先株主または第一回優先登録質権者に対し、第一回優先株式1株に

つき200円を普通株式を有する株主または普通株式の登録質権者に先立って支払う。第一回優先株主または第

一回優先登録質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

(3)議決権

　　第一回優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

(4)金銭を対価とする取得請求権

　　第一回優先株主は、当社に対し、平成21年以降、いつでも第一回優先株式の一部又は全部の取得を請求すること

ができる。当社は、この請求がなされた場合には、平成16年3月期以降の税引後利益の累積額が10億円を超えて

いることを条件に、その直前の事業年度の税引後当期利益の2分の1の金額を限度とし、第一回優先株式の取得

を行うものとする。当社は、第一回優先株式の取得請求後2ヶ月以内に、第一回優先株式の取得手続を終了させ

るものとし、取得の対価として第一回優先株式1株につき200円を支払うものとする。なお、取得請求の総額が、

上記の取得のための限度額を超える場合は、各取得請求額の割合に応じ、これを取得する。 

(5)新株引受権等

　　当社は、法令に定める場合を除き、第一回優先株式について株式の併合または分割は行わない。当社は、第一回優

先株主に対し、新株の引受権または新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

(6)普通株式を対価とする取得請求権

  　第一回優先株主は、当社に対し、下記の取得の条件で、当社の普通株式の交付を対価とする第一回優先株式の取

得を請求することができる。ただし、取得の請求をした日（以下「取得請求日」という。）において、以下に定

義する剰余授権株式数が以下に定義する請求対象普通株式総数を下回る場合には、(i)当該取得請求(以下

「本件請求」という。)に係る第一回優先株式の数に、(ii)剰余授権株式数を請求対象普通株式総数で除して

得られる数を乗じた数（小数第１位まで計算し、その小数第１位を切り捨てる。）の第一回優先株式について

のみ本件請求の効力が生じるものとし、本件請求の効力は生じる第一回優先株式以外の本件請求にかかる第

一回優先株式については、取得請求がなされなかったものとみなす。なお、複数の本件請求がなされ、その到達

の先後不明の場合は、同時に到達したものとみなし、各本件請求に係る請求対象普通株式総数の総数が剰余授

権株式数を上回る場合には、按分により本件請求の効力が生じるものとし、本件請求の効力が生じる第一回優

先株式以外の本件請求にかかる第一回優先株式については、取得請求がなされなかったものとみなす。

　　「剰余授権株式数」とは、以下のＡおよびＢのいずれか小さい数をいう。

Ａ：(I)当該取得請求日における当社の発行可能株式総数より、(II)(i)当該取得請求日における発行済普通株

式の数、(ii)当該取得請求日における発行済第一回優先株式の数、(iii)当該取得請求日における発行済第

二回優先株式の数、(iV)新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含み、権利を行使することができ

る期間の初日が到来していないものを除く。）の新株予約権者がその新株予約権の行使により取得するこ

ととなる普通株式の数（それぞれ小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。）の総数を控除し

た数をいう。

Ｂ：(I)当該取得請求日における当社の普通株式の発行可能種類株式総数より、(II)(i)当該取得請求日におけ

る発行済普通株式の数、(ii)新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含み、権利を行使することが

できる期間の初日が到来していないものを除く。）の新株予約権者がその新株予約権を行使することによ

り取得することとなる普通株式の数（それぞれ小数第１位まで算出し、その小数第１を切り上げる。）の総

数を控除した数をいう。

「請求対象普通株式総数」とは、第一回優先株主が当該取得請求日に取得を請求した第一回優先株式の発

行価格の総額を当該取得請求に適用される取得価格で除して得られる数（小数第１位まで算出し、その小

数第１位を切り上げる。）をいう。
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　① 取得請求期間

　平成20年4月1日から平成25年3月31日までとする。

　② 取得により発行する株式の内容

　普通株式

　③ 取得により発行すべき普通株式数

　第一回優先株式の取得により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。

      　　　取得により発行              第一回優先株主が取得請求の

　　　　すべき普通株式数　　　　＝　ために提出した第一回優先株　÷　取得価額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　式の発行価額総額

　　　発行株式数の算出に当って1株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

  ④ 当初取得価額

　当初取得価額は、普通株式1株当たり327.6円とする。 

　⑤ 取得価額の修正

　　取得価額は、平成21年4月1日から平成25年3月31日まで、毎年4月1日(以下、それぞれ「取得価額修正日」とい

う。)に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社

の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)に修正される

(修正後取得価額は円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。なお、上記の時価算定期

間内に、下記⑥で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記⑥に準じて取締役会が

適当と判断する値に調整される。)。ただし、上記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額の70%(円位未

満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。以下「下限取得価額」という。ただし、下記⑥によ

り調整される。)を下回る場合には下限取得価額をもって、また修正後取得価額が当初取得価額の200%(以下

「上限取得価額」という。ただし、下記⑥により調整される。)を上回る場合には上限取得価額をもって修正

後取得価額とする。

　⑥ 取得価額の調整 

　Ａ. 当社は、第一回優先株式発行後、本号B.に掲げる各事由により、当社の普通株式数に変更を生じる場合または

変更を生ずる可能性がある場合は、取得価額を次に定める算式(以下「取得価額調整式」という。)により調

整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五

入する。

　 　 　 　
既発行普通株式数 ＋

新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額

調整後
＝
調整前

×
時価

取得価額 取得価額 既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数

　Ｂ. 取得価額調整式により第一回優先株式の取得価額の調整を行う場合およびその調整後の取得価額の適用時

期については、次に定めるところによる。

(イ) 本号D.(ロ)に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって普通株式を新たに発行または当社

の有する当社の普通株式を処分する場合。

調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日

以降、これを適用する。

(ロ) 株式分割により普通株式を発行する場合。

調整後の取得価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可能利益

から資本に組み入れられることを条件にその部分をもって株式分割により普通株式を発行する旨取

締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日

を株式分割のための株主割当日とする場合には、調整後の取得価額は、当該配当可能利益の資本組入

れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。なお、上記ただし書の場合におい

て、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の

終結の日までに取得をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を新たに発行する。

 

　 　
（

調整前
－

調整後
） ×

調整前取得価額をもって取得により

株式数 ＝
取得価額 取得価額 当該期間内に発行された株式数

調整後取得価額

　　　　　この場合に、1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 
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(ハ) 本号D.(ロ)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に取得される証券もしくは取得できる

証券または当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場

合。

調整後の取得額は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の取得

価額で取得されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日(新株予約権が無償にて発行される場合は発行日)の翌日以降これを適用す

る。ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

　Ｃ. 取得価額調整式により算出された調整後の取得価額と調整前の取得価額との差額が1円未満にとどまる限り

は、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、この差額相当額は、その後取得価額の調整を必要とする事由が

発生した場合に算出される調整後の取得価額にそのつど算入する。 

Ｄ. (イ)取得価額調整式の計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。

(ロ)取得価額調整式で使用する時価は、調整後の取得価額を適用する日(ただし、本号B.(ロ)ただし書きの場

合は株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通

株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とする。この場合、

平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。

(ハ)取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、また株主割当日がない

場合は、調整後の取得価額を適用する日の1ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日に

おける当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。

Ｅ. 当社は、本号B.の取得価額の調整を必要とする場合以外にも、次に揚げる場合には、取締役会が適当と判断す

る取得価額の調整を行うものとする。

(イ)株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められた新設分割、商法第374条ノ16に定められた吸収分割、ま

たは合併のために取得価額の調整を必要とするとき。 

(ロ)その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必要とす

るとき。

(ハ)取得価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑦ 取得請求受付場所

　　大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部 

⑧ 取得の効力発生

　　取得の効力は、取得請求書及び第一回優先株券が前述⑦に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生す

る。 

(7)普通株式を対価とする取得条項

　　取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかった第一回優先株式は、同期間の末日の翌日以降の日で取締役会

の決議で定める日(以下強制取得日という。)において、第一回優先株式1株の発行価額相当額を強制取得日に

先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日

の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、

平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。この場合当該平均値が、下限

取得価額を下回るとき、または上限取得価額を上回るときは、第一回優先株式1株の発行価額相当額をそれぞ

れ下限取得価額、または上限取得価額で除して得られる数とする。

(8)期中取得または強制取得があった場合

　　第一回優先株式の取得により発行された普通株式に対する最初の利益配当金については、取得の請求または強

制取得が4月1日から9月30日までになされたときは4月1日に、10月1日から翌年の3月31日までになされたとき

は10月1日に、それぞれ取得があったものとみなしてこれを支払う。 

(9)新株式の継続保有の取決めに関する事項　

　　該当事項なし。

　
５　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはございません。

　

６　取得請求期間中における提出会社の決定による当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の全額の繰上償

還又は全部の取得を可能とする旨の条項はございません。
　

(2) 【新株予約権等の状況】

ストック・オプションとして発行する新株予約権につきましては、付与がなされておりませんので記
載を省略いたします。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

第一回優先株式

　
第１四半期会計期間

(平成22年４月１日から
平成22年６月30日まで)

第２四半期会計期間
(平成22年７月１日から
平成22年９月30日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等の数(個)

― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) ― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) ― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) ― ―

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)

― ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)

― ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)

― ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円)

― ―

第二回優先株式

　
第１四半期会計期間

(平成22年４月１日から
平成22年６月30日まで)

第２四半期会計期間
(平成22年７月１日から
平成22年９月30日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等の数(個)

12,312,500 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) 98,500,000 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) 40 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) ― ―

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)

12,312,500 ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)

98,500,000 ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)

40 ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円)

3,940 ―

第三回優先株式

　
第１四半期会計期間

(平成22年４月１日から
平成22年６月30日まで)

第２四半期会計期間
(平成22年７月１日から
平成22年９月30日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等の数(個)

10,000 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) 2,262,443 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) 221 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) ― ―

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)

10,000 ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)

2,262,443 ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)

221 ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円)

500 ―

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

― 123,152,293 ― 1,000,000 ― 453,957

　

(6) 【大株主の状況】

①所有株式数別

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジャパン・リカバリー・
ファンドⅢ 業務執行組合員
フェニックス・キャピタル
株式会社

東京都千代田区丸の内２丁目２－１ 111,762 90.75

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 5,296 4.30

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１－20 730 0.59

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 162 0.13

関西ペイント株式会社 大阪市中央区今橋２丁目６－14 127 0.10

株式会社ミックホールディング 名古屋市南区元塩町３丁目18 103 0.08

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－１ 100 0.08

北神鉄工株式会社 神戸市北区道場町塩田1988－３ 62 0.05

日新火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台２丁目３ 54 0.04

株式会社神戸製鋼所 神戸市中央区脇浜町２丁目10－26 50 0.04

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目２－３ 50 0.04

計 ― 118,498 96.22
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②所有議決権数別　

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権
数（個）

総株主の議決権に対する
所有議決権数の割合(％)

ジャパン・リカバリー・
ファンドⅢ 業務執行組合員
フェニックス・キャピタル
株式会社

東京都千代田区丸の内２丁目２－１ 2,235,248 94.62

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１－20 14,600 0.62

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 5,932 0.25

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 3,256 0.14

関西ペイント株式会社 大阪市中央区今橋２丁目６－14 2,545 0.11

株式会社ミックホールディング 名古屋市南区元塩町３丁目18 2,060 0.09

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－１ 2,000 0.08

北神鉄工株式会社 神戸市北区道場町塩田1988－３ 1,240 0.05

日新火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台２丁目３ 1,081 0.05

株式会社神戸製鋼所 神戸市中央区脇浜町２丁目10－26 1,000 0.04

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目２－３ 1,000 0.04

計 ― 2,269,962 96.09

　

(注)　所有株式数別及び所有議決権数別の前提条件は、以下のとおりであります。

(ⅰ)普通株式：議決権有
平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジャパン・リカバリー・
ファンドⅢ 業務執行組合員
フェニックス・キャピタル
株式会社

東京都千代田区丸の内２丁目２－１ 111,762 94.59

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１－20 730 0.62

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 296 0.25

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 162 0.14

関西ペイント株式会社 大阪市中央区今橋２丁目６－14 127 0.11

株式会社ミックホールディング 名古屋市南区元塩町３丁目18 103 0.09

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－１ 100 0.08

北神鉄工株式会社 神戸市北区道場町塩田1988－３ 62 0.05

日新火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台２丁目３ 54 0.05

株式会社神戸製鋼所 神戸市中央区脇浜町２丁目10－26 50 0.04

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目２－３ 50 0.04

計 ― 113,498 96.06

　

(ⅱ)第一回優先株式：議決権無
平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
  (千株)

発行済株式総数に対する
  所有株式数の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 5,000 100.00

計 ― 5,000 100.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式

　 　
第一回優先株式 5,000,000

　 　
―

１「株式等の状況」の（1）
「株式の総数等」の②「発行
済株式」の注記参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 17,050
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 118,116,9502,362,339 ―

単元未満株式 普通株式 18,293 ― １単元(50株)未満の株式

発行済株式総数
普通株式 118,152,293

第一回優先株式 5,000,000
― ―

総株主の議決権 ― 2,362,339 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,250株(議決権105個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式36株が含まれております。

　
② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本橋梁株式会社

大阪市北区西天満６丁目
７番２号

17,050 ― 17,050 0.01

計 ― 17,050 ― 17,050 0.01

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　①普通株式

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 253 250 220 182 175 236

最低(円) 237 180 172 168 135 137

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
　

　②第一回優先株式

当社第一回優先株式は、非上場であるため、該当事項はありません。
　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第２四半期会計期間(平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月

30日まで)に係る四半期財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

ります。

　なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７

月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,313,731 1,323,710

受取手形及び売掛金 1,634,028 3,233,553

仕掛品 587 －

原材料及び貯蔵品 22,149 16,134

その他 67,659 70,486

流動資産合計 3,038,155 4,643,884

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 898,242 915,269

構築物（純額） 133,780 137,534

機械及び装置（純額） 680,788 653,601

土地 2,114,532 2,114,532

建設仮勘定 565 －

その他（純額） 30,411 29,939

有形固定資産合計 ※1, ※2
 3,858,321

※1, ※2
 3,850,877

無形固定資産

無形固定資産合計 13,918 14,336

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 116,201

※1
 116,341

投資不動産（純額） ※1, ※2
 294,883

※1, ※2
 301,473

前払年金費用 45,466 48,088

その他 33,337 38,800

投資その他の資産合計 489,889 504,703

固定資産合計 4,362,128 4,369,917

資産合計 7,400,284 9,013,802
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(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 776,740

※1
 1,760,178

短期借入金 ※1
 3,207,619

※1
 3,707,619

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 26,349

※1
 26,349

未払金 ※1
 366,668

※1
 560,143

未払法人税等 12,085 20,846

前受金 254,396 140,809

賞与引当金 27,500 56,100

工事損失引当金 9,078 5,172

損害賠償損失引当金 268,600 263,300

その他 25,936 52,596

流動負債合計 4,974,976 6,593,115

固定負債

長期借入金 ※1
 89,389

※1
 98,389

退職給付引当金 389,135 377,382

その他 － 224

固定負債合計 478,524 475,995

負債合計 5,453,501 7,069,111

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金 453,957 453,957

利益剰余金 499,825 497,581

自己株式 △6,459 △6,448

株主資本合計 1,947,323 1,945,090

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △540 △400

評価・換算差額等合計 △540 △400

純資産合計 1,946,783 1,944,690

負債純資産合計 7,400,284 9,013,802
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 4,269,515 2,798,895

売上原価 3,972,257 2,520,960

売上総利益 297,257 277,935

販売費及び一般管理費

役員報酬 14,269 14,856

従業員給料及び賞与 96,516 89,898

法定福利及び厚生費 20,956 22,262

不動産賃借料 17,453 16,862

旅費交通費及び通信費 19,297 19,051

その他 81,268 92,065

販売費及び一般管理費合計 249,762 254,996

営業利益 47,494 22,938

営業外収益

投資不動産賃貸料 24,212 14,067

助成金収入 － 25,751

その他 3,198 2,934

営業外収益合計 27,410 42,753

営業外費用

支払利息 39,156 40,510

その他 9,944 8,413

営業外費用合計 49,100 48,924

経常利益 25,804 16,767

特別損失

固定資産処分損 － 1,112

損害賠償損失 － 5,300

特別損失合計 － 6,412

税引前四半期純利益 25,804 10,354

法人税、住民税及び事業税 8,071 8,111

四半期純利益 17,733 2,243
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【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 2,267,896 1,298,689

売上原価 2,057,652 1,161,204

売上総利益 210,243 137,485

販売費及び一般管理費

役員報酬 7,266 6,240

従業員給料及び賞与 51,491 42,405

法定福利及び厚生費 7,917 10,266

不動産賃借料 8,874 8,200

旅費交通費及び通信費 9,178 8,582

その他 39,862 49,851

販売費及び一般管理費合計 124,590 125,547

営業利益 85,652 11,938

営業外収益

投資不動産賃貸料 12,106 7,033

助成金収入 － 9,340

その他 1,088 1,163

営業外収益合計 13,194 17,537

営業外費用

支払利息 20,005 20,539

その他 5,636 4,111

営業外費用合計 25,642 24,650

経常利益 73,205 4,825

特別損失

固定資産処分損 － 1,112

損害賠償損失 － 2,500

特別損失合計 － 3,612

税引前四半期純利益 73,205 1,212

法人税、住民税及び事業税 4,035 4,055

四半期純利益又は四半期純損失（△） 69,169 △2,842
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 25,804 10,354

減価償却費 53,801 59,217

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,500 △28,600

退職給付引当金の増減額（△は減少） 32,314 14,374

工事損失引当金の増減額（△は減少） 11,610 3,906

損害賠償損失引当金の増減額（△は減少） － 5,300

助成金収入 － △25,751

受取利息及び受取配当金 △806 △786

支払利息 39,156 40,510

固定資産処分損益（△は益） － 1,112

売上債権の増減額（△は増加） △1,766,948 1,713,111

たな卸資産の増減額（△は増加） △50,581 △6,602

仕入債務の増減額（△は減少） △77,374 △980,127

未払消費税等の増減額（△は減少） △64,882 △558

その他の流動資産の増減額（△は増加） △18,047 17,046

その他の流動負債の増減額（△は減少） △71,284 △219,619

その他 △2,683 △1,174

小計 △1,891,423 601,714

利息及び配当金の受取額 806 786

利息の支払額 △40,332 △40,207

助成金の受取額 － 16,287

損害賠償金の支払額 △107,143 －

法人税等の支払額 △17,432 △15,921

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,055,524 562,659

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △27,805 △62,485

貸付けによる支出 － △1,330

貸付金の回収による収入 151 155

その他 2,706 32

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,948 △63,627

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,135,100 △500,000

長期借入金の返済による支出 △246,500 △9,000

長期借入れによる収入 90,000 －

自己株式の取得による支出 △48 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー 978,551 △509,011

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,101,921 △9,979

現金及び現金同等物の期首残高 1,898,819 1,323,710

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 796,898

※
 1,313,731
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

　これによる、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影

響はありません。

　

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

棚卸資産の評価方法 　当第２四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定

する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　担保に供している資産

下記の資産を短期借入金3,207,619千円、１年内返

済予定の長期借入金18,000千円、長期借入金

70,500千円、買掛金300,954千円及び未払金

171,933千円に対する担保に供しております。

　　　(工場財団)

建物 603,894千円

機械及び装置 590,415千円

土地 1,290,276千円

　　　 計 2,484,587千円

　　　(その他)

建物 291,367千円

土地 824,255千円

投資不動産 　
　建物 16,562千円

　土地 173,196千円

投資有価証券 2,700千円

※１　担保に供している資産

下記の資産を短期借入金3,707,619千円、１年内返

済予定の長期借入金18,000千円、長期借入金

79,500千円、買掛金1,046,790千円及び未払金

174,127千円に対する担保に供しております。

　　　(工場財団)

建物 614,784千円

機械及び装置 558,675千円

土地 1,290,276千円

　　　 計 2,463,737千円

　　　(その他)

建物 297,399千円

土地 824,255千円

投資不動産 　
　建物 17,047千円

　土地 173,196千円

投資有価証券 2,840千円

 
※２　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 6,992,263千円

投資不動産 　
　建物 19,414千円

　構築物 37,782千円

　機械及び装置 241,374千円

※２　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 6,952,843千円

投資不動産 　
　建物 18,929千円

　構築物 37,735千円

　機械及び装置 235,316千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 796,898千円

預入期間が３か月超の定期預金   ― 千円

現金及び現金同等物 796,898千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,313,731千円

預入期間が３か月超の定期預金 ― 千円

現金及び現金同等物 1,313,731千円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平

成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 118,152,293

第一回優先株式(株) 5,000,000

合計(株) 123,152,293
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２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 17,086

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

　【セグメント情報】

(追加情報)

　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21

年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日)を適用しております。

　

当第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)及び当第２四半期会計期間(自　平

成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

当社は、事業を鋼構造物事業（橋梁）に集中させており、単一セグメントとなっておりますので、記

載を省略いたします。

　

(リース取引関係)

 当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)

リース取引残高は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(金融商品関係)

 当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)

受取手形及び売掛金並びに支払手形及び買掛金が、会社の事業の運営において重要なものとなって

おり、かつ、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　(単位：千円)

科目
四半期貸借対照表計上額

    (※)
時価　　　　　　　　　　　　　　(※) 差額

(1) 受取手形及び売掛金 1,634,028　 1,634,028　 ― 　
(2) 支払手形及び買掛金 (776,740)　 (776,740)　 ― 　

    (※) 負債に計上されているものについては、(　　)で示しております。
　

  (注) 金融商品の時価の算定方法

  　 (1) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
　

(2) 支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
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(有価証券関係)

 当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　
(デリバティブ取引関係)

 当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　
(ストック・オプション等関係)

 当第２四半期会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

平成19年６月28日開催の当社定時株主総会においてストック・オプションの実施を目的とする新株

予約権を発行することにつき承認をうけておりますが、付与がなされておりませんので記載を省略い

たします。

　
(持分法損益等)

前第２四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)及び前第２四半期会計期間(自

 平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　
当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)及び当第２四半期会計期間(自

 平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　
(企業結合等関係)

 当第２四半期会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　
(資産除去債務関係)

 当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　
(賃貸等不動産関係)

 当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)

賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

がありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 ８円01銭
　

１株当たり純資産額 △210円44銭
　

(注)１．１株当たり純資産額については、期末純資産額から「期末優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期

  末発行済普通株式数（「自己株式」を除く）で除して計算しております。

　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,946,783 1,944,690

普通株式に係る純資産額(千円) 946,783 △3,656,037

差額の主要な内訳 　 　
配当請求権及び残余財産分配請求権が優先的な株式の
払込金額(千円)

1,000,000 5,440,000

優先株式に係る累積優先配当額(千円) ― 160,728

普通株式の発行済株式数(千株) 118,152 17,389

普通株式の自己株式数(千株) 17 17

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(千株)

118,135 17,372

　

２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失等

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失
 

１円19銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失
であるため、記載しておりません。

　

１株当たり四半期純利益

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

 ０円03銭

０円03銭

　
　

(注)  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 17,733 2,243

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(千
円)

△20,672 2,243

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)　 　 　

　優先株式に係る優先配当額（当四半期における要支払
額）

38,406 ―

普通株主に帰属しない金額(千円) 38,406 ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,373 69,396

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら
れた四半期純利益調整額の主要な内訳(千円)

　 　

  優先株式に係る優先配当額（当四半期における要支払
額）

― ―

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(千株) ― 4,332

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について

前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

― ―

　

第２四半期会計期間
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前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 ２円88銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ０円56銭
　

１株当たり四半期純損失 ０円02銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純
損失であるため、記載しておりません。

　

(注)  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

69,169 △2,842

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(千
円)

49,966 △2,842

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)　
　優先株式に係る優先配当額（当四半期における要支払
額）

19,203 ―

普通株主に帰属しない金額(千円) 19,203 ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,372 118,135

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に用
いられた四半期純利益調整額の主要な内訳(千円)

　 　

　優先株式に係る優先配当額（当四半期における要支払
額）

17,040 ―

四半期純利益調整額(千円) 17,040 ―

普通株式増加数(千株) 102,751 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前

事業年度末から重要な変動がある場合の概要

第三回優先株式　10,000株　

詳細については、第4「提出
会社の状況」の1「株式等
の状況」の(1)「株式の総
数等」の②「発行済株式」
の注記に記載のとおりであ
ります。

―

　
(重要な後発事象)

 当第２四半期会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　
２ 【その他】

当社は、平成20年12月19日付けで、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社および独立行

政法人日本高速道路保有・債務返済機構より東京高等裁判所において、旧日本道路公団が平成14年度

から16年度に発注した鋼橋上部工工事に係る入札談合に関し、当社ほかに対する連帯債務としての独

占禁止法第25条に基づく損害賠償請求訴訟の提起を受けております。

　本訴訟の内、東日本高速道路株式会社および中日本高速道路株式会社からの提訴につきましては、そ

の後取り下げとなりました。一方、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構からの提訴につきま

しては現在係争中であります。今後は、裁判において適切に対応してまいります。

　

　

EDINET提出書類

日本橋梁株式会社(E01358)

四半期報告書

27/30



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月13日

日本橋梁株式会社

取締役会　御中

　
あずさ監査法人

　
指　定　社　員 　

公認会計士　　宮　　林　　利　　朗　　印
業務執行社員 　

　
指　定　社　員 　

公認会計士　　黒　　川　　智　　哉　　印
業務執行社員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

橋梁株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第143期事業年度の第２四半期会計期間(平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本橋梁株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月12日

日本橋梁株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　宮　　林　　利　　朗　　印

業務執行社員 　

　
指定有限責任社員 　

公認会計士　　黒　　川　　智　　哉　　印
業務執行社員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

橋梁株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第144期事業年度の第２四半期会計期間(平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本橋梁株式会社の平成22年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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